
（ 傍 線 部 分 は 改 正 部 分 ）

改 正 後 改 正 前

第１ 都道府県医療費適正化計画の作成に当たって指針となるべき基本的な事項 第１ 都道府県医療費適正化計画の作成に当たって指針となるべき基本的な事項
一 全般的な事項 一 全般的な事項
１ （略） １ （略）
２ 第四期医療費適正化計画における目標 ２ 第四期医療費適正化計画における目標
国民の受療の実態を見ると、高齢期に向けて生活習慣病の外来受療率が徐々に増加し、
次に75歳頃を境にして生活習慣病を中心とした入院受療率が上昇している。不適切な食生
活や運動不足等の生活習慣の継続がやがて糖尿病、高血圧症、脂質異常症、肥満症等の発
症を招き、通院及び服薬が始まり、虚血性心疾患や脳血管疾患等の発症に至るという経過
をたどることになる。

国民の受療の実態を見ると、高齢期に向けて生活習慣病の外来受療率が徐々に増加し、
次に75歳頃を境にして生活習慣病を中心とした入院受療率が上昇している。不適切な食生
活や運動不足等の生活習慣の継続がやがて糖尿病、高血圧症、脂質異常症、肥満症等の発
症を招き、通院及び服薬が始まり、虚血性心疾患や脳血管疾患等の発症に至るという経過
をたどることになる。

このことから、医療費の急増を抑えていくために重要な政策は、一つは、若い時からの
生活習慣病の予防対策である。予防・健康づくりには、健康の改善により生活の質（以下
この２において「ＱＯＬ」という。）を向上させ、健康寿命を延ばすだけでなく、健康に働
く者を増やすことで、社会保障の担い手を増やすこと、健康格差の拡大を防止することと
いった多面的な意義がある。例えば糖尿病が重症化して人工透析に移行した場合、頻回な
治療等のためＱＯＬが低下することに加え、多額の医療費が必要になる。生活習慣病の発
症予防として、個人の生活習慣の改善を促す取組を進めることや重症化するリスクの高い
医療機関未受診者等に対して医療機関の受診を勧奨し、必要な治療を行うことなど、その
重症化を予防するための取組を進めることが重要である。

このことから、医療費の急増を抑えていくために重要な政策は、一つは、若い時からの
生活習慣病の予防対策である。予防・健康づくりには、健康の改善により生活の質（以下
この２において「ＱＯＬ」という。）を向上させ、健康寿命を延ばすだけでなく、健康に働
く者を増やすことで、社会保障の担い手を増やすこと、健康格差の拡大を防止することと
いった多面的な意義がある。例えば糖尿病が重症化して人工透析に移行した場合、頻回な
治療等のためＱＯＬが低下することに加え、多額の医療費が必要になる。生活習慣病の発
症予防として、個人の生活習慣の改善を促す取組を進めることや重症化するリスクの高い
医療機関未受診者等に対して医療機関の受診を勧奨し、必要な治療を行うことなど、その
重症化を予防するための取組を進めることが重要である。
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〇 厚 生 労 働 省 告 示 第 百 六 十 三 号

高 齢 者 の 医 療 の 確 保 に 関 す る 法 律 （ 昭 和 五 十 七 年 法 律 第 八 十 号 ） 第 八 条 第 一 項 の 規 定 に 基 づ き 、 医 療 費 適 正 化 に 関 す る 施 策 に つ い て の 基 本 的 な 方 針 （ 令 和 五 年 厚 生 労 働 省 告 示 第 二 百 三 十 四 号 ） の 一 部 を

次 の 表 の よ う に 改 正 す る 。

令 和 八 年 三 月 三 十 一 日 厚 生 労 働 大 臣 上 野 賢 一 郎







生活習慣病予防の対策のため、平成20年度から、特定健康診査等（特定健康診査（法第
18条第１項に規定する特定健康診査をいう。以下同じ。）及び特定保健指導（法第18条第１
項に規定する特定保健指導をいう。以下同じ。）をいう。以下同じ。）の実施が保険者に義務
付けられている。特定健康診査等の実施率は、年々向上してきているとはいえ、依然とし
て目標との乖

かい

離が大きい状況にあり、引き続き、実施率を向上させるための取組を進める
ことが必要である。このため、令和６年度から始まる第四期の特定健康診査等実施計画（法
第19条第１項に規定する特定健康診査等実施計画をいう。以下同じ。）の計画期間において
は、特定保健指導にその成果が出たことを評価する評価体系（アウトカム評価）の導入、
ＩＣＴの活用等により、特定健康診査等の実施率の向上を図り、更に効果的かつ効率的な
取組を進めていくことが期待される。また、糖尿病の重症化予防の取組としては、「糖尿病
性腎症重症化予防プログラム」（平成28年４月策定、平成31年４月改定）に基づき、都道府
県、市町村（特別区を含む。以下同じ。）をはじめとする保険者等と地域の医師会等の関係
者が協働・連携し、ハイリスク者に対する受診勧奨、保健指導等の取組が進められている。

生活習慣病予防の対策のため、平成20年度から、特定健康診査等（特定健康診査（法第
18条第１項に規定する特定健康診査をいう。以下同じ。）及び特定保健指導（法第18条第１
項に規定する特定保健指導をいう。以下同じ。）をいう。以下同じ。）の実施が保険者に義務
付けられている。特定健康診査等の実施率は、年々向上してきているとはいえ、依然とし
て目標との乖

かい

離が大きい状況にあり、引き続き、実施率を向上させるための取組を進める
ことが必要である。このため、令和６年度から始まる第四期の特定健康診査等実施計画（法
第19条第１項に規定する特定健康診査等実施計画をいう。以下同じ。）の計画期間において
は、特定保健指導にその成果が出たことを評価する評価体系（アウトカム評価）の導入、
ＩＣＴの活用等により、特定健康診査等の実施率の向上を図り、更に効果的かつ効率的な
取組を進めていくことが期待される。また、糖尿病の重症化予防の取組としては、「糖尿病
性腎症重症化予防プログラム」（平成28年４月策定、平成31年４月改定）に基づき、都道府
県、市町村（特別区を含む。以下同じ。）をはじめとする保険者等と地域の医師会等の関係
者が協働・連携し、ハイリスク者に対する受診勧奨、保健指導等の取組が進められている。

こうした国民一人一人の健康寿命延伸と適正な医療について、民間組織が連携し行政の
全面的な支援のもと実効的な活動を行うために、平成27年７月には、民間主導の活動体で
ある日本健康会議が発足しており、令和３年10月に「健康づくりに取り組む５つの実行宣
言2025」を策定して、コミュニティの結びつき、一人一人の健康管理及びデジタル技術等
の活用に力点を置いた予防・健康づくりを推進している。都道府県においても、こうした
産学官連携の動きと連動して、市町村や保険者等の取組を推進することが重要である。

こうした国民一人一人の健康寿命延伸と適正な医療について、民間組織が連携し行政の
全面的な支援のもと実効的な活動を行うために、平成27年７月には、民間主導の活動体で
ある日本健康会議が発足しており、令和３年10月に「健康づくりに取り組む５つの実行宣
言2025」を策定して、コミュニティの結びつき、一人一人の健康管理及びデジタル技術等
の活用に力点を置いた予防・健康づくりを推進している。都道府県においても、こうした
産学官連携の動きと連動して、市町村や保険者等の取組を推進することが重要である。

また、要介護認定率が著しく上昇する85歳以上の人口は令和７年以降も引き続き増加し、
医療・介護の複合的なニーズを有する者の更なる増加が見込まれている。高齢期には生活
習慣病の予防対策に併せて、心身機能の低下に起因した疾病に対する保健指導や栄養指導
等を含む予防の重要性も指摘されている。特に、発症後に介護ニーズが増大する可能性の
ある大腿

たい

骨骨折等の入院患者数・手術件数は、高齢者人口が減少する局面においても増加
することが指摘されている。医療費適正化のための取組は、医療と介護の両方に対するア
プローチの重要性や心身機能の低下に起因した疾病の予防の重要性を踏まえたものとする
ことも必要である。

また、要介護認定率が著しく上昇する85歳以上の人口は令和７年以降も引き続き増加し、
医療・介護の複合的なニーズを有する者の更なる増加が見込まれている。高齢期には生活
習慣病の予防対策に併せて、心身機能の低下に起因した疾病に対する保健指導や栄養指導
等を含む予防の重要性も指摘されている。特に、発症後に介護ニーズが増大する可能性の
ある大腿

たい

骨骨折等の入院患者数・手術件数は、高齢者人口が減少する局面においても増加
することが指摘されている。医療費適正化のための取組は、医療と介護の両方に対するア
プローチの重要性や心身機能の低下に起因した疾病の予防の重要性を踏まえたものとする
ことも必要である。

次に、今後、急速な少子高齢化の進展が見込まれる中にあっては、患者の視点に立って、
どの地域の患者も、その状態像に即した適切な医療を適切な場所で受けられることを目指
すことが必要であり、医療機関の自主的な取組により、医療機関の病床を医療ニーズの内
容に応じて機能分化しながら、切れ目のない医療・介護を提供することにより、限られた
医療資源を有効に活用することが医療費適正化の観点からも重要である。このため、病床
機能の分化及び連携の推進並びに地域包括ケアシステムの構築の推進を通じ、「地域完結
型」の医療・介護提供体制の構築を目指すこととする。

次に、今後、急速な少子高齢化の進展が見込まれる中にあっては、患者の視点に立って、
どの地域の患者も、その状態像に即した適切な医療を適切な場所で受けられることを目指
すことが必要であり、医療機関の自主的な取組により、医療機関の病床を医療ニーズの内
容に応じて機能分化しながら、切れ目のない医療・介護を提供することにより、限られた
医療資源を有効に活用することが医療費適正化の観点からも重要である。このため、病床
機能の分化及び連携の推進並びに地域包括ケアシステムの構築の推進を通じ、「地域完結
型」の医療・介護提供体制の構築を目指すこととする。

上記に加え、第三期医療費適正化計画では、後発医薬品の使用促進について、令和５年
度に使用割合を80％以上にすることを目標として取り組んできた。その後、後発医薬品の
使用割合は着実に伸び続けており、こうした状況も踏まえ、「経済財政運営と改革の基本方
針2021」（令和３年６月18日閣議決定。以下「骨太方針2021」という。）においても、「後発医
薬品の数量シェアを、2023年度末までに全ての都道府県で80％以上とする」こととされた。
こうした動きを踏まえ、第四期医療費適正化計画の計画期間においては、まずは医薬品の
安定的な供給を基本としつつ、この方針で示す新たな数値目標を踏まえて都道府県におい
ても数値目標を設定し、国と一体となって、後発医薬品を使用することができる環境の整
備等の取組を進めることとする。

上記に加え、第三期医療費適正化計画では、後発医薬品の使用促進について、令和５年
度に使用割合を80％以上にすることを目標として取り組んできた。その後、後発医薬品の
使用割合は着実に伸び続けており、こうした状況も踏まえ、「経済財政運営と改革の基本方
針2021」（令和３年６月18日閣議決定。以下「骨太方針2021」という。）においても、「後発医
薬品の数量シェアを、2023年度末までに全ての都道府県で80％以上とする」こととされた。
こうした動きを踏まえ、第四期医療費適正化計画の計画期間においては、まずは医薬品の
安定的な供給を基本としつつ、この方針で示す新たな数値目標を踏まえて都道府県におい
ても数値目標を設定し、国と一体となって、後発医薬品を使用することができる環境の整
備等の取組を進めることとする。
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バイオ後続品は、先発バイオ医薬品とほぼ同じ有効性及び安全性を有し、安価であり、
後発医薬品と同様に医療費適正化の効果を有することから、その普及を促進する必要があ
るが、品目により普及割合が異なり、その要因は多様である。こうした観点から、バイオ
後続品の普及促進に当たっては、医療関係者や保険者等を含めた多様な主体と連携しなが
ら取組を進めることが必要である。

バイオ後続品は、先発バイオ医薬品とほぼ同じ有効性及び安全性を有し、安価であり、
後発医薬品と同様に医療費適正化の効果を有することから、その普及を促進する必要があ
るが、品目により普及割合が異なり、その要因は多様である。こうした観点から、バイオ
後続品の普及促進に当たっては、医療関係者や保険者等を含めた多様な主体と連携しなが
ら取組を進めることが必要である。

第三期医療費適正化計画の計画期間においては、重複投薬の是正や医薬品の適正使用の
推進等について都道府県における目標を設定し、都道府県が適切な投薬に関する普及啓発
や保険者等による医療機関及び薬局と連携した訪問指導の実施を支援する等の取組を進め
てきた。こうした取組に加えて、重複投薬の是正について、電子処方箋の活用推進等によ
り更なる取組の推進を図ることや、多剤投与の是正について、複数種類の医薬品の投与に
ついては、疾病や薬の組合せ等ごとにリスク・ベネフィットが異なるため、その適否につ
いては一概に判断できない点に留意しつつ、「高齢者の医薬品適正使用の指針」（平成30年５
月策定）等を踏まえ、更なる取組の推進を図ることが重要である。

第三期医療費適正化計画の計画期間においては、重複投薬の是正や医薬品の適正使用の
推進等について都道府県における目標を設定し、都道府県が適切な投薬に関する普及啓発
や保険者等による医療機関及び薬局と連携した訪問指導の実施を支援する等の取組を進め
てきた。こうした取組に加えて、重複投薬の是正について、電子処方箋の活用推進等によ
り更なる取組の推進を図ることや、多剤投与の是正について、複数種類の医薬品の投与に
ついては、疾病や薬の組合せ等ごとにリスク・ベネフィットが異なるため、その適否につ
いては一概に判断できない点に留意しつつ、「高齢者の医薬品適正使用の指針」（平成30年５
月策定）等を踏まえ、更なる取組の推進を図ることが重要である。

また、こうした既存の目標に加えて、第四期医療費適正化計画の計画期間においては、
医療資源の効果的かつ効率的な活用のための取組を進めることも重要である。急性気道感
染症及び急性下痢症


に対する抗菌薬処方や神経障害性


疼
とう

痛を除く腰痛症の患者に対するプ


レガバリンの処方


などの効果が乏しいというエビデンスがあることが指摘されている医療
については知見が集積されており、白内障手術及び化学療法の外来での実施状況などの医
療資源の投入量については地域差があることが指摘されている。こうした医療について、
地域ごとに都道府県や関係者が地域の実情を把握するとともに、適正な実施に向けた必要
な取組について検討し、実施することが考えられる。また、医療と介護の連携の推進や法
第125条第３項の規定に基づく高齢者の保健事業と介護予防の一体的な実施（以下「一体
的実施」という。）など、医療と介護にまたがるアプローチの重要性を関係者が認識し、限
られた医療・介護資源を組み合わせて取り組むことも重要である。

また、こうした既存の目標に加えて、第四期医療費適正化計画の計画期間においては、
医療資源の効果的かつ効率的な活用のための取組を進めることも重要である。急性気道感
染症や急性下痢症


に対する抗菌薬処方などの効果が乏しいというエビデンスがあることが
指摘されている医療については知見が集積されており、白内障手術及び化学療法の外来で
の実施状況などの医療資源の投入量については地域差があることが指摘されている。こう
した医療について、地域ごとに都道府県や関係者が地域の実情を把握するとともに、適正
な実施に向けた必要な取組について検討し、実施することが考えられる。また、医療と介
護の連携の推進や法第125条第３項の規定に基づく高齢者の保健事業と介護予防の一体的
な実施（以下「一体的実施」という。）など、医療と介護にまたがるアプローチの重要性を
関係者が認識し、限られた医療・介護資源を組み合わせて取り組むことも重要である。

さらに、都道府県独自の判断でその他の医療費適正化に資する取組を行うことも有効で
ある。

さらに、都道府県独自の判断でその他の医療費適正化に資する取組を行うことも有効で
ある。

こうした考え方に立ち、具体的にはおおむね以下の事項について目標を定めるものとす
る。また、こうした目標の設定に当たっては、ロジックモデル等のツールの活用も検討す
るものとする。

こうした考え方に立ち、具体的にはおおむね以下の事項について目標を定めるものとす
る。また、こうした目標の設定に当たっては、ロジックモデル等のツールの活用も検討す
るものとする。

・ （略） ・ （略）
３～５ （略） ３～５ （略）
二 計画の内容に関する基本的事項 二 計画の内容に関する基本的事項
１ （略） １ （略）
２ 医療の効率的な提供の推進に関する目標に関する事項 ２ 医療の効率的な提供の推進に関する目標に関する事項
第四期都道府県医療費適正化計画においては、病床機能の分化及び連携の推進並びに地
域包括ケアシステムの構築の推進を目指すとともに、医療の効率的な提供の推進に関する
目標として、以下のものを定めることが望ましいと考えられる。

第四期都道府県医療費適正化計画においては、病床機能の分化及び連携の推進並びに地
域包括ケアシステムの構築の推進を目指すとともに、医療の効率的な提供の推進に関する
目標として、以下のものを定めることが望ましいと考えられる。

これらの目標については、第５に掲げるこの方針の見直しを踏まえ、必要に応じて見直
しを行う。

これらの目標については、第５に掲げるこの方針の見直しを踏まえ、必要に応じて見直
しを行う。

・ （略） ・ （略）

令
和

年

月


日
火
曜
日

(号
外
第


号
)

官
報







 医療資源の効果的・効率的な活用に関する目標  医療資源の効果的・効率的な活用に関する目標
急性気道感染症及び急性下痢症の患者に対する抗菌薬の処方や神経障害性


疼
とう

痛を除く


腰痛症の患者に対するプレガバリンの処方


といった効果が乏しいというエビデンスがあ
ることが指摘されている医療や白内障手術及び化学療法の外来での実施状況などの医療
資源の投入量に地域差がある医療については、個別の診療行為としては医師の判断に基
づき必要な場合があることに留意しつつ、地域ごとに関係者が地域の実情を把握すると
ともに、医療資源の効果的かつ効率的な活用に向けて必要な取組について検討し、実施
していくことが重要である。リフィル処方箋については、保険者、都道府県、医師、薬
剤師などの必要な取組を検討し、実施することにより活用を進める必要がある。その際、
分割調剤等その他の長期処方も併せて、地域の実態を確認しながら取り組むことも重要
である。このため、都道府県においては、医療資源の効果的・効率的な活用に関する目
標を設定することが考えられる。

急性気道感染症及び急性下痢症の患者に対する抗菌薬の処方といった効果が乏しいと
いうエビデンスがあることが指摘されている医療や白内障手術及び化学療法の外来での
実施状況などの医療資源の投入量に地域差がある医療については、個別の診療行為とし
ては医師の判断に基づき必要な場合があることに留意しつつ、地域ごとに関係者が地域
の実情を把握するとともに、医療資源の効果的かつ効率的な活用に向けて必要な取組に
ついて検討し、実施していくことが重要である。リフィル処方箋については、保険者、
都道府県、医師、薬剤師などの必要な取組を検討し、実施することにより活用を進める
必要がある。その際、分割調剤等その他の長期処方も併せて、地域の実態を確認しなが
ら取り組むことも重要である。このため、都道府県においては、医療資源の効果的・効
率的な活用に関する目標を設定することが考えられる。

 （略）  （略）
３ 目標を達成するために都道府県が取り組むべき施策に関する事項 ３ 目標を達成するために都道府県が取り組むべき施策に関する事項
第四期都道府県医療費適正化計画において、１及び２で設定した目標値の達成のために、
都道府県が講ずることが必要な施策としては、以下のものが考えられる。

第四期都道府県医療費適正化計画において、１及び２で設定した目標値の達成のために、
都道府県が講ずることが必要な施策としては、以下のものが考えられる。

 （略）  （略）
 医療の効率的な提供の推進  医療の効率的な提供の推進
 （略）  （略）
 後発医薬品及びバイオ後続品の使用促進  後発医薬品及びバイオ後続品の使用促進
第四期都道府県医療費適正化計画においては、各都道府県が設定する後発医薬品及
びバイオ後続品の使用促進に関する数値目標の達成に向け、都道府県域内における後
発医薬品及びバイオ後続品の使用促進策等について記載することが考えられる。こう
した施策としては、例えば、後発医薬品及びバイオ後続品を医療関係者や患者が安心
して使用することができるよう、医療関係者、保険者等や都道府県担当者等が参画す
る後発医薬品の使用促進に関する協議会を活用して、医療関係者への情報提供など都
道府県域内における後発医薬品及びバイオ後続品の使用に関する普及啓発等に関する
施策を策定・実施することが考えられる。また、都道府県域内の後発医薬品の薬効別
の使用割合のデータ等を把握・分析することにより、使用促進の効果が確認されてい
る差額通知の実施等の保険者等による後発医薬品の使用促進に係る取組を支援するこ
とのほか、医薬品の適正使用の効果も期待されるという指摘もある地域で協働して作


成する推奨薬リスト（以下「地域フォーミュラリ」という。


）について、各都道府県に


おいて策定に向けて検討する場が設けられるよう、医療関係者との合意形成促進、会

議運営、


都道府県域内の医療関係者に対する


「フォーミュラリの運用について」（令和
５年７月）の周知、好事例の展開や都道府県域内の地域フォーミュラリの周知による


理解促進、生活習慣病薬等の後発医薬品の成分別使用割合データ等の活用等の


必要な
取組を進めることが考えられる。また、「安定供給の確保を基本として、後発医薬品を
適切に使用していくためのロードマップ」（令和６年９月。以下「ロードマップ」とい
う。）を踏まえた取組を進めることも考えられる。

第四期都道府県医療費適正化計画においては、各都道府県が設定する後発医薬品及
びバイオ後続品の使用促進に関する数値目標の達成に向け、都道府県域内における後
発医薬品及びバイオ後続品の使用促進策等について記載することが考えられる。こう
した施策としては、例えば、後発医薬品及びバイオ後続品を医療関係者や患者が安心
して使用することができるよう、医療関係者、保険者等や都道府県担当者等が参画す
る後発医薬品の使用促進に関する協議会を活用して、医療関係者への情報提供など都
道府県域内における後発医薬品及びバイオ後続品の使用に関する普及啓発等に関する
施策を策定・実施することが考えられる。また、都道府県域内の後発医薬品の薬効別
の使用割合のデータ等を把握・分析することにより、使用促進の効果が確認されてい
る差額通知の実施等の保険者等による後発医薬品の使用促進に係る取組を支援するこ
とのほか、医薬品の適正使用の効果も期待されるという指摘もあるフォーミュラリ


に

ついて、都道府県域内の医療関係者に対して


「フォーミュラリの運用について」（令和
５年７月）の周知をはじめとした


必要な取組を進めることが考えられる。また、「安定

供給の確保を基本として、後発医薬品を適切に使用していくためのロードマップ」（令
和６年９月。以下「ロードマップ」という。）を踏まえた取組を進めることも考えられ
る。令

和

年

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

日
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日
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 （略）  （略）
 医療資源の効果的・効率的な活用  医療資源の効果的・効率的な活用
医療資源の効果的かつ効率的な活用については、個別の診療行為としては医師の判
断に基づき必要な場合があること、地域の医療提供体制の現状を踏まえると診療行為
を行うことが困難であること等の事情が考えられるため、医療関係者と連携して取り
組むことが重要である。都道府県は、保険者協議会等において、地域における医療サー
ビスの提供状況を把握するとともに、住民や医療関係者に対する普及啓発等について
検討し、実施することが考えられる。

医療資源の効果的かつ効率的な活用については、個別の診療行為としては医師の判
断に基づき必要な場合があること、地域の医療提供体制の現状を踏まえると診療行為
を行うことが困難であること等の事情が考えられるため、医療関係者と連携して取り
組むことが重要である。都道府県は、保険者協議会等において、地域における医療サー
ビスの提供状況を把握するとともに、住民や医療関係者に対する普及啓発等について
検討し、実施することが考えられる。

効果が乏しいというエビデンスがあることが指摘されている医療については、急性
気道感染症及び急性下痢症


に対する抗菌薬処方や神経障害性


疼
とう

痛を除く腰痛症の患者


に対するプレガバリンの処方


の適正化に取り組むことが考えられる。抗菌薬について
は、「薬剤耐性（ＡＭＲ）対策アクションプラン（20162020）」（平成28年４月５日国
際的に脅威となる感染症対策関係閣僚会議決定）に基づく取組によってその使用量が
減少してきており、今後は「薬剤耐性（ＡＭＲ）対策アクションプラン（20232027）」
（令和５年４月７日国際的に脅威となる感染症対策の強化のための国際連携等関係閣
僚会議決定）に基づき、その適正使用に向けて更なる取組が進められていくところで
ある。地域の抗菌薬処方の現状及び動向については、国が提供するデータに加えて、
国立健康危機管理研究機構による「薬剤耐性ワンヘルス動向調査」の結果により把握
することが可能であり、これを踏まえ、都道府県においては、ＡＭＲ臨床リファレン
スセンターが提供する資料等を活用した住民に対する抗菌薬の適正使用等に関する普
及啓発や、医療関係者に対する「抗微生物薬適正使用の手引き 第四版


」（令和８年１


月

）の周知等を行うことが考えられる。また、プレガバリンについては、都道府県に


おいては、「腰痛診療ガイドライン2019（改訂第２版）」（令和元年５月）や添付文書等

の記載を踏まえたプレガバリンの適正な処方に関する住民に対する普及啓発や医療機

関等への周知等を行うことが考えられる。


効果が乏しいというエビデンスがあることが指摘されている医療については、急性
気道感染症や急性下痢症


に対する抗菌薬処方の適正化に取り組むことが考えられる。

抗菌薬については、「薬剤耐性（ＡＭＲ）対策アクションプラン（20162020）」（平成
28年４月５日国際的に脅威となる感染症対策関係閣僚会議決定）に基づく取組によっ
てその使用量が減少してきており、今後は「薬剤耐性（ＡＭＲ）対策アクションプラ
ン（20232027）」（令和５年４月７日国際的に脅威となる感染症対策の強化のための
国際連携等関係閣僚会議決定）に基づき、その適正使用に向けて更なる取組が進めら
れていくところである。地域の抗菌薬処方の現状及び動向については、国が提供する
データに加えて、国立健康危機管理研究機構による「薬剤耐性ワンヘルス動向調査」
の結果により把握することが可能であり、これを踏まえ、都道府県においては、ＡＭ
Ｒ臨床リファレンスセンターが提供する資料等を活用した住民に対する抗菌薬の適正
使用等に関する普及啓発や、医療関係者に対する「抗微生物薬適正使用の手引き 第


二版

」（令和元年12月


）の周知等を行うことが考えられる。

医療資源の投入量に地域差のある医療については、外来での実施状況に地域差があ
ることが指摘されている白内障手術や外来化学療法の適正化に取り組むことが考えら
れる。例えば、がん患者が、病態や生活背景等、それぞれの状況に応じた適切かつ安
全な薬物療法を外来でも受けられるようにすることで、患者とその家族等の療養生活
の質の向上につながるとともに、結果として病床のより効率的な活用にもつながるこ
とが期待されるため、専門的な治療を実施する医療従事者や外来での治療の実施に必
要な施設の不足、患者の医療機関へのアクセスといった地域の実情について分析した
上で、地域医療介護総合確保基金（地域における医療及び介護の総合的な確保の促進
に関する法律（平成元年法律第64号）第６条の基金をいう。以下同じ。）等を活用して、
不足している診療科の医師確保支援、がんの医療体制における空白地域の施設・設備
整備や医療機関間の役割分担の明確化及び連携体制の整備等を行うことが考えられ
る。また、リフィル処方箋については、保険者、都道府県、医師、薬剤師などの必要
な取組を検討し、実施することにより活用を進める必要がある。その際、分割調剤等
その他の長期処方も併せて、地域の実態を確認しながら取り組むことが考えられる。

医療資源の投入量に地域差のある医療については、外来での実施状況に地域差があ
ることが指摘されている白内障手術や外来化学療法の適正化に取り組むことが考えら
れる。例えば、がん患者が、病態や生活背景等、それぞれの状況に応じた適切かつ安
全な薬物療法を外来でも受けられるようにすることで、患者とその家族等の療養生活
の質の向上につながるとともに、結果として病床のより効率的な活用にもつながるこ
とが期待されるため、専門的な治療を実施する医療従事者や外来での治療の実施に必
要な施設の不足、患者の医療機関へのアクセスといった地域の実情について分析した
上で、地域医療介護総合確保基金（地域における医療及び介護の総合的な確保の促進
に関する法律（平成元年法律第64号）第６条の基金をいう。以下同じ。）等を活用して、
不足している診療科の医師確保支援、がんの医療体制における空白地域の施設・設備
整備や医療機関間の役割分担の明確化及び連携体制の整備等を行うことが考えられ
る。また、リフィル処方箋については、保険者、都道府県、医師、薬剤師などの必要
な取組を検討し、実施することにより活用を進める必要がある。その際、分割調剤等
その他の長期処方も併せて、地域の実態を確認しながら取り組むことが考えられる。

 （略）  （略）
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４ 目標を達成するための保険者等、医療機関その他の関係者の連携及び協力に関する事項 ４ 目標を達成するための保険者等、医療機関その他の関係者の連携及び協力に関する事項
３に掲げた取組を円滑に進めていくために、都道府県は、住民の健康の保持の推進に関
しては保険者等及び健診・保健指導機関等と、医療の効率的な提供の推進に関しては医療
機関及び介護サービス事業者等と、普段から情報交換を行い、相互に連携・協力を行える
ような体制づくりに努める必要がある。

３に掲げた取組を円滑に進めていくために、都道府県は、住民の健康の保持の推進に関
しては保険者等及び健診・保健指導機関等と、医療の効率的な提供の推進に関しては医療
機関及び介護サービス事業者等と、普段から情報交換を行い、相互に連携・協力を行える
ような体制づくりに努める必要がある。

こうした情報交換の場としては、保険者協議会のほか、地域・職域連携推進協議会、医
療審議会等の積極的な活用が期待されるが、会議の場だけではなく様々な機会を活用して
積極的に連携・協力を図ることが重要である。

こうした情報交換の場としては、保険者協議会のほか、地域・職域連携推進協議会、医
療審議会等の積極的な活用が期待されるが、会議の場だけではなく様々な機会を活用して
積極的に連携・協力を図ることが重要である。

特に、都道府県においては、保険者等や医療関係者等による医療費適正化の取組と連携
を深めることが必要である。このため、都道府県医療費適正化計画の作成に当たっては、
第１の一の３の関係者の意見を反映させる場への参画を保険者等に求めることに加え
て、保険者協議会の構成員の一員として運営に参画するなど、連携を深めることが望まし
い。また、保険者協議会その他の機会を活用して、必要に応じて、保険者等が行う保健事
業の実施状況等を把握したり、保険者等が把握している加入者のニーズ等を聴取したりす
るなど、積極的に保険者等と連携することが望ましい。

特に、都道府県においては、保険者等や医療関係者等による医療費適正化の取組と連携
を深めることが必要である。このため、都道府県医療費適正化計画の作成に当たっては、
第１の一の３の関係者の意見を反映させる場への参画を保険者等に求めることに加え
て、保険者協議会の構成員の一員として運営に参画するなど、連携を深めることが望まし
い。また、保険者協議会その他の機会を活用して、必要に応じて、保険者等が行う保健事
業の実施状況等を把握したり、保険者等が把握している加入者のニーズ等を聴取したりす
るなど、積極的に保険者等と連携することが望ましい。

法第９条第９項の規定により、都道府県は、都道府県医療費適正化計画の作成及び都道
府県医療費適正化計画に基づく施策の実施に関して必要があると認めるときは、保険者等、
医療機関その他の関係者に対して必要な協力を求めることができることとされている。例
えば、後発医薬品の使用促進のために、使用割合が低い保険者等に対して、使用割合向上
のための改善策を提出するよう求めることや、急性気道感染症及び急性下痢症に対する抗
菌薬処方や神経障害性


疼
とう

痛を除く腰痛症の患者に対するプレガバリンの処方


の適正化のた
めに、都道府県域内の医療関係団体に対して、医療機関に対する「抗微生物薬適正使用の
手引き 第四版


」を基本とした抗菌薬適正使用や「腰痛診療ガイドライン2019（改訂第２


版）」及び添付文書等の記載を踏まえたプレガバリンの適正な処方


の周知の実施を求めるこ
とが考えられる。また、同条第10項の規定により、都道府県は、こうした協力要請を行う
場合、保険者協議会を通じて協力を求めることができることとされている。医療費適正化
の推進に向け、保険者協議会等を積極的に活用することが期待される。

法第９条第９項の規定により、都道府県は、都道府県医療費適正化計画の作成及び都道
府県医療費適正化計画に基づく施策の実施に関して必要があると認めるときは、保険者等、
医療機関その他の関係者に対して必要な協力を求めることができることとされている。例
えば、後発医薬品の使用促進のために、使用割合が低い保険者等に対して、使用割合向上
のための改善策を提出するよう求めることや、急性気道感染症及び急性下痢症に対する抗
菌薬処方の適正化のために、都道府県域内の医療関係団体に対して、医療機関に対する「抗
微生物薬適正使用の手引き 第二版


」を基本とした抗菌薬適正使用の周知の実施を求める

ことが考えられる。また、同条第10項の規定により、都道府県は、こうした協力要請を行
う場合、保険者協議会を通じて協力を求めることができることとされている。医療費適正
化の推進に向け、保険者協議会等を積極的に活用することが期待される。

また、全社法により、社会保険診療報酬支払基金（社会保険診療報酬支払基金法（昭和
23年法律第129号）による社会保険診療報酬支払基金をいう。）及び国民健康保険団体連合
会の目的、業務等に係る規定に、医療費適正化に資する診療報酬請求情報等の分析等が明
記されたことを踏まえ、都道府県や保険者協議会は、これらの機関との連携を図ることも
期待される。

また、全社法により、社会保険診療報酬支払基金（社会保険診療報酬支払基金法（昭和
23年法律第129号）による社会保険診療報酬支払基金をいう。）及び国民健康保険団体連合
会の目的、業務等に係る規定に、医療費適正化に資する診療報酬請求情報等の分析等が明
記されたことを踏まえ、都道府県や保険者協議会は、これらの機関との連携を図ることも
期待される。

５～９ （略） ５～９ （略）
三 （略） 三 （略）

第２・第３ （略） 第２・第３ （略）
第４ 医療費適正化に関するその他の事項 第４ 医療費適正化に関するその他の事項
一 （略） 一 （略）
二 国の取組 二 国の取組
医療費適正化の取組に当たっては、医療保険と介護保険の制度全般を所管する国がその役
割と責任を果たすことが前提であり、国は、都道府県及び保険者等による医療費適正化の取
組が円滑かつ効率的に実施されるよう必要な支援を行うとともに、国民の健康の保持の推進
及び医療の効率的な提供の推進を図る観点から、次に掲げる施策を推進していく役割がある。

医療費適正化の取組に当たっては、医療保険と介護保険の制度全般を所管する国がその役
割と責任を果たすことが前提であり、国は、都道府県及び保険者等による医療費適正化の取
組が円滑かつ効率的に実施されるよう必要な支援を行うとともに、国民の健康の保持の推進
及び医療の効率的な提供の推進を図る観点から、次に掲げる施策を推進していく役割がある。

１ （略） １ （略）
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２ 医療の効率的な提供の推進に係る施策 ２ 医療の効率的な提供の推進に係る施策
病床機能の分化及び連携については、医療資源の効果的かつ効率的な活用を促進する観
点も含め、地域医療介護総合確保基金を通じた都道府県に対する財政支援や都道府県及び
市町村が医療及び介護に係る情報の分析を行うための基盤整備を行う。

病床機能の分化及び連携については、医療資源の効果的かつ効率的な活用を促進する観
点も含め、地域医療介護総合確保基金を通じた都道府県に対する財政支援や都道府県及び
市町村が医療及び介護に係る情報の分析を行うための基盤整備を行う。

また、後発医薬品の使用促進については、患者及び医療関係者が安心して後発医薬品を
使用することができるよう、医療関係者等に対する啓発資料の提供や情報提供を進めると
ともに、安定供給体制の確保について、医薬品の製造販売業者への指導等を行う。バイオ
後続品への移行状況については成分ごとにばらつきがあり、全体では後発医薬品ほどは使
用が進んでいない。このことを踏まえて、バイオ後続品の普及促進に向けてロードマップ
の別添「バイオ後続品の使用促進のための取組方針」（令和６年９月）を示した。また、地


域フォーミュラリの取組について、各都道府県において策定に向けて検討する場が設けら

れるよう、都道府県単位での医療関係者との合意形成の促進、会議運営支援、「フォーミュ

ラリの運用について」の周知や好事例の展開による理解促進、生活習慣病薬等の後発医薬

品の成分別使用割合データ等の都道府県への提供、保険者による地域フォーミュラリへの

参画を促すインセンティブの設定、全国の地域フォーミュラリを分析し参考となる薬効群

の成分リストの作成・公表をはじめとした必要な取組を推進する。これにより後発医薬品

の数量ベースでの使用割合の地域差縮減や、有効性、安全性に加えて経済性を踏まえた先

発医薬品を含む医薬品の推奨される選択順位の決定を進める。


残薬、重複投薬、不適切な
複数種類の医薬品の投与及び長期投薬を減らすための取組などの医薬品の適正使用の推進
については、医療関係者や保険者等と連携し、国民に対し、かかりつけ薬剤師・薬局の必
要性の周知や、処方医との連携を通じたかかりつけ薬剤師・薬局の機能強化のための支援
等を行っていく。

また、後発医薬品の使用促進については、患者及び医療関係者が安心して後発医薬品を
使用することができるよう、医療関係者等に対する啓発資料の提供や情報提供を進めると
ともに、安定供給体制の確保について、医薬品の製造販売業者への指導等を行う。バイオ
後続品への移行状況については成分ごとにばらつきがあり、全体では後発医薬品ほどは使
用が進んでいない。このことを踏まえて、バイオ後続品の普及促進に向けてロードマップ
の別添「バイオ後続品の使用促進のための取組方針」（令和６年９月）を示した。残薬、重
複投薬、不適切な複数種類の医薬品の投与及び長期投薬を減らすための取組などの医薬品
の適正使用の推進については、医療関係者や保険者等と連携し、国民に対し、かかりつけ
薬剤師・薬局の必要性の周知や、処方医との連携を通じたかかりつけ薬剤師・薬局の機能
強化のための支援等を行っていく。

効果が乏しいというエビデンスがあることが指摘されている医療や医療資源の投入量に
地域差がある医療については、エビデンス等を継続的に収集・分析し、都道府県が取り組
むべき目標等の追加を検討する。

効果が乏しいというエビデンスがあることが指摘されている医療や医療資源の投入量に
地域差がある医療については、エビデンス等を継続的に収集・分析し、都道府県が取り組
むべき目標等の追加を検討する。

リフィル処方箋については、第１の二の２「医療資源の効果的・効率的な活用に関す
る目標」及び第１の二の３「医療資源の効果的・効率的な活用」において、「リフィル
処方箋については、保険者、都道府県、医師、薬剤師などの必要な取組を検討し、実施す
ることにより活用を進める必要がある。」と記載されていることを踏まえたうえで、今後、
具体的な指標の設定を検討し、必要な対応を速やかに行う。

リフィル処方箋については、第１の二の２「医療資源の効果的・効率的な活用に関す
る目標」及び第１の二の３「医療資源の効果的・効率的な活用」において、「リフィル
処方箋については、保険者、都道府県、医師、薬剤師などの必要な取組を検討し、実施す
ることにより活用を進める必要がある。」と記載されていることを踏まえたうえで、今後、
具体的な指標の設定を検討し、必要な対応を速やかに行う。

三～六 （略） 三～六 （略）
第５ （略） 第５ （略）
別紙 別紙
標準的な都道府県医療費の推計方法 標準的な都道府県医療費の推計方法
医療費の見込みを算出する際には、以下の事項を踏まえることとする。 医療費の見込みを算出する際には、以下の事項を踏まえることとする。
１～４ （略） １～４ （略）
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５ 医療費適正化の取組を行った場合の効果の算出方法及び都道府県医療費の将来推計の方法 ５ 医療費適正化の取組を行った場合の効果の算出方法及び都道府県医療費の将来推計の方法
第四期都道府県医療費適正化計画においては、健康の保持の推進及び医療の効率的な提供の
推進により達成が見込まれる医療費適正化の効果を以下に示す考え方により推計する。

第四期都道府県医療費適正化計画においては、健康の保持の推進及び医療の効率的な提供の
推進により達成が見込まれる医療費適正化の効果を以下に示す考え方により推計する。

また、都道府県独自の取組を行っている場合については、その取組の効果について、都道府
県において必要に応じて織り込むこととされたい。

また、都道府県独自の取組を行っている場合については、その取組の効果について、都道府
県において必要に応じて織り込むこととされたい。

以下のからまで及び都道府県独自の取組において推計した推計値をもって医療費適正化
の効果とする。

以下のからまで及び都道府県独自の取組において推計した推計値をもって医療費適正化
の効果とする。

なお、以下で用いる令和11年度の入院外医療費は３で算出したものを用いる。 なお、以下で用いる令和11年度の入院外医療費は３で算出したものを用いる。
・ （略） ・ （略）
 地域差縮減に向けた取組による効果算定  地域差縮減に向けた取組による効果算定
骨太方針2023において、一人当たり医療費の地域差半減に向けて地域の実情に応じて取り
組むこととされている。そのため、本方針では、数値目標を定める特定健康診査等の受診率
の向上及び後発医薬品の使用促進の効果を取り除いた後の都道府県別の令和11年度の一人当
たり入院外医療費について、年齢調整を行い、なお残る一人当たり入院外医療費の地域差に
ついて全国平均との差を半減することをもって、地域差半減として取り扱う。

骨太方針2023において、一人当たり医療費の地域差半減に向けて地域の実情に応じて取り
組むこととされている。そのため、本方針では、数値目標を定める特定健康診査等の受診率
の向上及び後発医薬品の使用促進の効果を取り除いた後の都道府県別の令和11年度の一人当
たり入院外医療費について、年齢調整を行い、なお残る一人当たり入院外医療費の地域差に
ついて全国平均との差を半減することをもって、地域差半減として取り扱う。

地域差縮減に向けた取組として、糖尿病の重症化予防の取組の推進、医薬品の適正使用の
推進及び医療資源の効果的かつ効率的な活用による効果をからまでにより算定する。

地域差縮減に向けた取組として、糖尿病の重症化予防の取組の推進、医薬品の適正使用の
推進及び医療資源の効果的かつ効率的な活用による効果をからまでにより算定する。

～ （略） ～ （略）
 効果が乏しいというエビデンスがあることが指摘されている医療の適正化については、
急性気道感染症及び急性下痢症の治療において処方された抗微生物薬に係る調剤費等の適
正化による効果を算定する。具体的には、令和元年度の当該調剤費等を用いて、次式によ
り算定する。

 効果が乏しいというエビデンスがあることが指摘されている医療の適正化については、
急性気道感染症及び急性下痢症の治療において処方された抗微生物薬に係る調剤費等の適
正化による効果を算定する。具体的には、令和元年度の当該調剤費等を用いて、次式によ
り算定する。

（

令和元年度の当該都道府県における急性気道感染症・急性下痢症患者に係る抗菌薬の

調剤費等＋令和元年度の当該都道府県における神経障害性


疼
とう

痛を除く腰痛症の患者に対す


るプレガバリン処方の調剤費等）


÷２÷令和元年度の入院外医療費×令和11年度の入院外
医療費の推計値

令和元年度の当該都道府県における急性気道感染症・急性下痢症患者に係る抗菌薬の調
剤費等÷２÷令和元年度の入院外医療費×令和11年度の入院外医療費の推計値

 （略）  （略）
６・７ （略） ６・７ （略）
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